
様式4
中小企業経済変動対策特別資金チェックシート
1 　申込書類
	稟議書
	金融機関にて先に決裁済のもの
	□

	大垣市中小企業融資申込書
	※利子補給受取り時期で「中間時と完済時」を選択された場合（個人）のみ、情報提供の本人署名
	□

	納税証明書（市県民税または法人市民税）
	申込人の最近2年分の市県民税の納税証明書（連帯保証人が必要な場合は、連帯保証人の分も必要）
	□

	
	※非課税の場合は、所得課税証明書
	

	
	※申込人が法人の場合は、法人市民税納税証明書
	

	納税証明書（完納証明書）
	申込人の完納証明書
	□

	決算書及び申告書の写し
	白色申告者…白色申告書及び収支内訳書（2年分）
	□

	
	青色申告書…青色申告書及び青色申告決算書（2年分）
	

	
	法人…………決算書（2年分）
	

	
	※ない場合は、該当2年分の所得の把握できる所得課税証明書を代用する
	

	補足書類
	中小企業経済変動対策特別資金売上高状況（様式9　※説明資料を添付すること）または直近3月の「売上高」が前年同期比で5％以上減少していることを証する書類
	□

	
	中小企業信用保険法第2条第5項に定める認定を受けていることを証する書類の写し
	

	
	東日本大震災復興緊急保証中小企業者認定要領に定める認定を受けていることを証する書類の写し
	

	営業許可証等の写し
	営業許可等が必要な業種の場合のみ必要
	□

	
	※許可名義人、有効期間等に注意
	

	登記事項証明書
	法人の場合のみ必要
	□

	住民票
	居住歴1年未満の場合のみ必要
	□

	融資残高証明書
	既融資の当初申込金額との合計額が限度額を超える場合及び市融資制度（経済変動対策特別資金）の旧債借換の場合は必要
	□

	担保物件の登記事項証明書及び信用保証書の写し等
	担保設定をした場合、担保物件の登記事項証明書等が必要
	□

	
	県保証協会を利用した場合は、信用保証書の写しが必要
	

	印鑑登録証明書
	申込人の印鑑登録証明書（連帯保証人が必要な場合は、連帯保証人の分も必要)
	□

	中小企業経済変動対策特別資金チェックシート
	□


2 　申込条件
	事項
	資格要件
	

	所在要件
	個人
	大垣市内に居住していること。
	□

	
	
	※居住歴が1年未満であれば住民票が必要。
	

	
	法人
	大垣市内に本社が登記してあること。
	□

	事業継続性
	大垣市内で事業を営む者であること。
	□

	融資対象要件
	以下のいずれかを満たす事業者であること。
	□

	
	・直近3月の「売上高」が前年同期比で5％以上減少している事業者。
	

	
	・直近決算で欠損が生じていること。
	

	
	・中小企業信用保険法第2条第5項に定める認定を受けていること。
	

	
	・東日本大震災復興緊急保証中小企業者認定要領に定める認定を受けていること。
	

	事業規模
	従業員規模、資本規模が何れかに該当すること。
	□

	
	
	業種
	従業員規模
	資本規模
	
	

	
	
	小売業
	50人以下
	5千万円以下
	
	

	
	
	サービス業
	100人以下
	5千万円以下
	
	

	
	
	卸売業
	100人以下
	1億円以下
	
	

	
	
	製造業・その他
	300人以下
	3億円以下
	
	

	
	
	

	対象業種
	大垣市中小企業融資対象業種であること。
	□

	営業許認可
	営業を行うことについて、各行政官庁の許可・認可・登録等を要する場合、それをすでに終えていること。
	□

	申込金額
	5,000万円以内であること。
	□

	資金使途
	事業資金であり、生活資金や住宅建設資金など、事業外の資金でないこと。
※借り換えの場合、市融資制度（経済変動対策特別資金）の旧債であること。
	□

	納税要件
	申込日以前に納期の到来した市税を完納していること。
	□

	融資限度額
	本融資の借入金の残高と今回の申込額が限度額を超過しないこと。
	□

	その他の経歴
	過去に大垣市中小企業融資制度を利用して、返済不能となっていないこと。
返済不能となった案件の保証人になっていないこと。
過去2年以内に手形等の不渡りを出したことがないこと。
	□

	連帯保証人
	取扱金融機関の定めにより、必要に応じて保証人を設定すること。
	□

	
	連帯保証人は、岐阜県内に居住し、最近2年分の納期の到来した市（町村）税を完納していること。
	□

	
	中小企業経済変動対策特別資金の借入金の残高と今回の申込額が限度額を超過しないこと。
	□

	担保
	取扱金融機関の定めにより、必要に応じて担保を設定すること。
	□



